




















































































































































































































































































































































































（法 8 条）明らかに（ 2 ）大震災は社会保障の必要充足原則を改めて明らかに（法 9
条）（ 3 ）大震災は，基礎的社会サービスの現物給付原則（法10条）の必要性明らかに
した（ ４ ）国のナショナルミニマム保障の責務（法11条）の必要性を示した（ 5 ）震災，
原発事故は，国の責任と地方自治体の共同の必要性（法12条）を明らかに（ ６ ）財政上
の顧慮が復興を遅らせている（法13条）（ 7 ）震災は保険料等の減免原則（法1６条）の
切実性を明らかに（ 8 ）学校，医療，保育，介護など不可欠の社会サービス無料化（法
17条）も切実に（ 9 ）震災は社会保障従事者の権利（法20条）改めて確認（10）大震災
「障害者の地域移行」と「障害者の地域生活支援」確立のための政策的課題　　井上　泰司 37
は所得補償，失業時の生活保障，生活保護の必要性，機能強化の必要示す（11）震災は
改めて，居住権が重要な社会保障の柱であること示した（法30条）（12）大震災，原発
事故は，高齢者，子ども，障害をもつ人に被害が加重されること明らかにした。
　しかるに，現在議論がすすめられようとしている「社会保障制度改革」は，推進法で
規定されるように，①自助・共肋・公助の最適バランスに留意し，自立を家族相互，国
民相互の助け合いの仕組みを通じて支援していく。②社会保障の機能の充実と給付の重
点化，制度運営の効率化を同時に行い，税金や社会保険料を納付する者の立場に立って，
負担の増大を抑制しつつ，持続可能な制度を実現する。③年金，医療及び介護において
は，社会保険制度を基本とし，国及び地方公共団体の負担は，社会保険料に係る国民の
負担の適正化に充てることを基本とする。④国民が広く受益する社会保障の費用をあら
ゆる世代が広く公平に分かち合う観点などから，社会保障給付に要する公費負担の費用
は，消費税収（国・地方）を主要な財源とする。等の基本方針をもとに，社会保障制度
改革国民会議が設置され，公的年金・医療保険・介護保険・少子化対策・生活保護制度
等の全般的改定の議論が始まろうとしている。
　この改革の方向性は，先に示したように，自助・扶助・共助（保険）を基調とした制
度への転換と共に，公的責任の限定化など，一層の構造改革の推進とサービス抑制をす
すめることに他ならない。先の渡辺氏等の主張と，現行の「社会保障制度改革」の流れ
は，まさにそのま逆の方向に進められようとしていると言わざるをえない。
　ただでさえも疲弊している家族介護中心型の福祉に加え，親の高齢化等を事由に，障
害者自身の暮らしを支える仕組みはもう限界といえる。また，新たな子ども子育て新シ
ステムの導入や療育機能の低下によって，子育て環境が大きく変化し，若い世代の親御
さんたちの「孤立化」や「障害受容の悪化」等が，家庭内虐待や「孤独死」（立川母子
孤独死事件：2011年）等の新しい社会問題も増加させようとしている。
　改めて，本来の社会保障・福祉のあり方こそがいま問われようとしているともいえる。
合わせて，この際，なぜあえて国連で「障害者」の権利条約がつくられたのか，その意
味には，こうした基本原則だけでは不十分な特別な支援や合理的配慮の必要性を問う必
要性が強調されているからである。
　今一度，こうした現状を踏まえて，本来の社会保障・福祉制度とは何か，また障害
者・家族の現状と歴史的政策的な問題点を掘り起こして「権利保障」としての障害者福
祉政策の展開について緊急に国民的議論が必要な時期と言わざるを得ない。
佛教大学総合研究所紀要別冊　脱施設化政策における知的障害者のグループホームの機能とその専門的支援の研究38
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